予算要求資料
平成28年度９月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名　新 公益財団法人ソフトピアジャパン事業費補助金


　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部新産業・エネルギー振興課　情報産業室ITものづくり係

　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内3113）
E-mail：c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 補正要求額　　2,000千円（現計予算額：0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正

要求額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
◆補正が必要な理由

　本件にかかる国庫補助事業の公募が7月６日に開始されたため。
　（※採択決定　８月下旬）

◆現状と課題
・　近年、人件費高騰等による海外生産コスト増が顕著となり、国内のものづくりが再評価されつつある中、地域の中小製造業においては、ITを活用した業務の効率化、ロボットの導入、モノのインターネット（IoT）、ビッグデータ、人工知能（AI）等により、さらなる生産性の向上や新規事業開拓に取り組むことが喫緊の課題となっており、本県においても製造現場へのIoT・ロボット導入を視野に入れた解決を模索する企業が徐々に増えつつある。

・　しかし、こうした製造現場のカイゼンを進めていく知識、人材、資金等に乏しい中小企業では、企業単体での取組みが困難である。
◆本事業の必要性
・　IoT導入により変革が期待できる中小製造業を後押しする支援が、産業界から求められている。
（２）事業内容
・　経済産業省の補助金を活用し、ソフトピアジャパンへ新たに「ＩＴものづくり応援隊事業（仮称）」の機能を付与し、県内中小製造業の情報化推進を支援する。
〇指導者育成（スクール）事業

　　　　　製造現場の経験が豊富で、IoTやロボットの知見を有し、生産性向上に資する指導が可能なカイゼン指導者を育てるプログラムを実施する。

〇現場派遣事業
　　育成したカイゼン指導者を実際に企業へ派遣する。

（３）県負担・補助率の考え方

◆活用する国補助事業

平成２８年度「中小企業経営支援等対策費補助金（カイゼン指導者育成事業）（２次募集）」

　　◆負担ルール

　　・国庫補助（補助率３分の２、上限4,000千円）

　　・自己負担分に受講料収入を充当可
　　・自己負担分－受講料収入＝県補助金（ソフトピアジャパン事業運営補助金）

（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	　事業内容
	金額

(千円)
	事業内容の詳細

	補助金
	2,000
	指導者育成スクール事業

現場派遣事業

	合計
	2,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）国・他県の状況

国では次のような動きがある。

◆「IoT推進コンソーシアム/ IoT推進ラボ」の設立（Ｈ27.10）
　　総務省、経済産業省が共同で、産学官連携による推進組織「IoT推進コンソーシアム」を設立し、その下で「IoT推進ラボ」の活動を開始。

同ラボでは、国（経済産業省）が先進的IoTプロジェクトの発掘・育成に向けて、企業連携・資金・規制改革支援を実施している。

◆「地方版IoT推進ラボ」の公募（Ｈ28.6～）
経済産業省が、全国版の「IoT推進ラボ」の取組みに加え、「地方版IoT推進ラボ」の募集を開始。
地域におけるIoTプロジェクト創出のための自主的な取組を選定し、全国版の「IoT推進ラボ」との連携により、地方での取組を通じたIoTビジネスの創出を支援するのが目的。

◆国政策での位置づけ

　　政府は多くの経済政策のなかでIoT活用による産業力強化策を閣議決定。
　　・2016年度版「ものづくり白書」

　　・まち・ひと・しごと創生基本方針2016

　　・新産業構造ビジョン（中間報告）
　　・日本再興戦略2016　　など
（２）後年度の財政負担
　　　５年を目途に事業継続等について必要な検討を行う。
（３）事業主体及びその妥当性
　　急速な技術革新に伴い、情報通信技術はあらゆる産業の基盤（プラットフォーム）として、下支えする技術となっていることを踏まえ、情報産業の育成、地域の産業化に取り組んできた公益財団法人ソフトピアジャパンの知見、人的ネットワーク等をものづくり産業に展開するもの。
県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	公益財団法人ソフトピアジャパン事業費補助金

	補助事業者（団体）
	公益財団法人ソフトピアジャパン

	補助事業の概要
	（目的）

IoT導入を検討する県内製造業企業に対し、アドバイスや計画支援が可能なカイゼン指導者を育成する。

（内容）

　財団が行う以下の事業に要する経費に対し、補助金を交付する。

１　指導者育成（スクール）事業

２　現場派遣事業

	補助率等
	定額・定率・その他（（全体事業費－収入）の１／３）
（１００％）

	補助効果
	県内企業ニーズの増加に対して不足しているIoTやロボットの知見を有するカイゼン指導者を育成することにより、県内製造業のIoT導入による生産現場改革を促進させる。

	終期の設定
	終期２８年度

（理由）県内産業の競争力強化のため今後も継続


（事業目標）

	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

IoT導入に関するアドバイスが可能なカイゼン指導者を県内に育成し、県製造業のニーズに応じた支援の充実を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H**年度末)
	目標

(H28年度末)
	目標

(終期)

	①育成カイゼン指導者数
	-
	５
	５

	②カイゼン指導者企業派遣数
	
	５
	２５


	
	H　年度
	H　年度
	H　年度
	H　年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

千円
	(要求額)

2,000千円

	指標①目標
	
	
	
	
	

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)   ％
	(推計値)
 ％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)


	

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）




